
国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成24年４月１日～平成25年３月31日） （単位：千円）

Ò 業務費用

\ 損益計算書上の費用

業務費 28¶860¶664

一般管理費 653¶480

財務費用 507¶556

雑損 5

臨時損失 1¶091¶072
EEEEEE

31¶112¶780

] （控除）自己収入等

大学院教育収益 � 93¶444

受託研究等収益 � 1¶555¶864

受託事業等収益 � 1¶298

寄附金収益 � 127¶533

資産見返寄附金戻入 � 470¶043

財務収益 � 35¶902

雑益 � 702¶541

臨時利益 � 5¶856
EEEEEE

� 2¶992¶484
EEEEEE

業務費用合計 28¶120¶295

Ó 損益外減価償却相当額 7¶156¶484

Ô 損益外減損損失相当額 `

Õ 損益外利息費用相当額 `

Ö 損益外除売却差額相当額 592

× 引当外賞与増加見積額 � 39¶361

Ø 引当外退職給付増加見積額 � 209¶056

Ù 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額され
た使用料による貸借取引の機会費用

94¶903

政府出資等の機会費用 616¶756
EEEEEE

711¶659

Ú 国立大学法人等業務実施コスト 35¶740¶615
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Ò．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

期間進行基準を採用しております。なお、文部科学省が指定する、プロジェクト研究、設備災

害復旧のための経費、技術革新を促進する最先端の研究開発のための経費等については業務達成

基準を、退職一時金、機構用地（つくばキャンパス）購入のための長期借入金償還に係る返済利

息、復興関連事業等は、費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

\ 有形固定資産

定額法を採用しております。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。主な資産の耐用年数は

以下のとおりです。

建物 ３～50年

構築物 ３～80年

機械及び装置 ３～17年

車両運搬具 ２～７年

工具器具備品 ２～20年

なお、受託研究収入により購入した償却資産については、当該受託研究期間を耐用年数とし

ております。

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）の減価償却相当額については、損益外

減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。

３．賞与引当金及び見積額の計上基準

賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上

しておりません。

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末

の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

{ 一部の教職員の退職給付のうち運営費交付金で財源措置されない部分に備えるため、当該事

業年度末における自己都合要支給額のうち一部所要額を計上しております。

| 上記以外の役員及び教職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされ

るため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、自己都

合要支給額を計算し、当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控

除し算出しております。

５．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法に基づく低価法により評価しております。なお、一部のたな卸資産については、当

分の間、最終仕入原価法に基づく低価法により評価しております。

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。
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